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今後の検討の進め方について

協議会の今後の進め方については、まずは、発注者としてマンパワーやノウ

ハウが不足している被災自治体の復興事業を支援するための入札・契約方式の

あり方について、ＵＲが女川町、東松島市及び陸前高田市において、モデル事

業として実施している復興まちづくり事業の事例等を参考にしつつ検討を行う

とともに、ＣＭ方式など我が国における新たな契約方式として普及、促進する

ための制度的な課題についても検討を行うこととする。これらの検討について

は、ＣＭ方式など新たな契約方式を活用するために必要な制度的な検討を実務

的に行うため、協議会の下に「多様な契約方式のあり方に関する検討会」（以

下「検討会」）を設置して、進めることにする。

当面の検討項目については、検討会に「復興支援分科会」と「ＣＭ契約方式

分科会」を設置して、検討の成果は協議会に報告することとする。

１ 検討会に設置する分科会

（１）復興支援分科会

発注者としてマンパワーやノウハウが不足している被災自治体の復興事業

を支援するための入札・契約方式のあり方について、発注者（被災自治体）

やその支援者（各地の被災自治体で復興まちづくりを支援しているＵＲなど）

を交えつつ、自治体のニーズに応じた入札・契約方式を検討する。

①検討メンバー

委員 大森文彦（弁護士・東洋大学法学部教授）

委員 小澤一雅（東京大学大学院工学系研究科教授）

委員 古阪秀三（京都大学大学院工学研究科准教授）

実務担当者（有識者委員等の推薦により、テーマに応じて選任）

被災県（宮城県、岩手県、福島県）担当者

ＵＲ担当者

②検討の進め方

ア 被災地域における復旧・復興事業の現状及びニーズの把握

イ 被災地における多様な発注方式の実施状況

ウ 被災自治体のニーズに応じた多様な発注方式の検討



（２）ＣＭ方式分科会

公共工事において、新たな事業ニーズや多様なプロジェクトに対応する契

約の一形態として、ＣＭ方式の導入を促進するため、被災地におけるＣＭ方

式を活用した取組事例も踏まえつつ、公共工事に対応した契約約款の整備や

業務に対応した適切なフィーの設定など、ＣＭ方式の活用方式について検討

する。

①検討メンバー

委員 大森文彦（弁護士・東洋大学法学部教授）

委員 小澤一雅（東京大学大学院工学系研究科教授）

委員 古阪秀三（京都大学大学院工学研究科准教授）

実務担当者（有識者委員等の推薦により、テーマに応じて選任）

②検討の進め方

ア これまでの検討経緯の整理

イ 被災地におけるＣＭ方式を活用した取組事例・論点の紹介

ウ ＣＭ方式を活用するための制度的課題の検討

・入札・契約制度上の課題

・積算上の課題

・ＣＭＲの責任範囲

・建設業法等の制度的課題

２ スケジュール

第１回協議会：１０月５日（金）本日

復興支援分科会、ＣＭ方式分科会を数回開催

第２回協議会：平成２５年３月頃



多様な契約方式の活用のための協議会及び検討会の進め方について 別紙

新たな契約方式の検討・普及・啓発を図る目的

多様な契約方式活用協議会

【第１回（ 本日） 】
設置

多様な契約方式のあり方に関する検討会

ＣＭ方式などの新たな契約方式を活用するために

・設立趣旨の確認
・建設産業戦略会議で指摘された被災３県の復興事業や

入札契約制度をとりまく現状について
公共 事 多様な契約方式 検討 方向性 確認

設置 ＣＭ方式などの新たな契約方式を活用するために
必要な制度的な検討を行う

・公共工事の多様な契約方式の検討の方向性の確認
・今後の進め方の確認

【検討事項 】

（１） 「復興支援分科会」

復興支援のため、被災自治体のニーズに応じた入復興支援のため、被災自治体の ズに応じた入
札・契約方式を検討

（２） 「CM方式分科会」

公共工事においてＣＭ方式の導入を促進するため、公共工事においてＣＭ方式の導入を促進するため、
CM契約約款、積算、CMRの責任範囲や登録制度
について検討

【第２回（平成２５年３月頃） 】

検討内容を協議会へ報告
・それぞれの検討事項の具体化の方向性や今後の進め

方について確認


